
平成30年度
堺市の財務書類



はじめに

現在、国や自治体で採用されている会計制度は、単年度の現金収支に着目した
現金主義を基本としているため、資金の収支や使途を明確に把握できる一方で、
資産形成や負債といったストック情報の把握や現金支出以外に発生している行政
コスト（減価償却費など）の把握が困難でした。
このような課題に対応するため、堺市では企業会計の手法に基づいた財務書類

を作成しています。

① 民間企業の決算書と同様に企業会計の手法により作成されています。

② 自治体の資産や負債の保有状況が、網羅的かつコンパクトにまとめられています。

③減価償却費など、現金支出を伴わないコストも把握できます。

取組の背景

財務書類の特徴



財務書類の種類
財務書類には以下の４種類があります。

貸借対照表
（ＢＳ）

年度末時点の本市所有資産の残高と
負債の残高を一覧にして表したもの

純資産変動計算書
（NW）

行政コスト計算書
（ＰＬ）

資金収支計算書
（CF）

１年間に生じた行政コスト等を表したもの

資産残高と負債残高の差額である純資産の
１年間の増減を表したもの

１年間の現金収支の流れを表したもの

１年間の行政活動
の状況を明らかにする

これまでの行政活動を
通じて蓄積した資産や
負債の現在高を表す



対象となる会計・団体
財務書類は、対象となる会計や団体に応じ、以下の３つの区分でそれぞれ作成します。

◆一般会計等財務書類 ◆全体財務書類 ◆連結財務書類

•水道事業会計

•下水道事業会計
•国民健康保険事業特別会計
•介護保険事業特別会計
•後期高齢者医療事業特別会計

・地方公社
・公益法人等
・会社法法人
・地方独立行政法人

•都市開発資金特別会計
•公共用地先行取得事業特別会計

•母子父子寡婦福祉資金貸付事業
特別会計

•公債管理特別会計

企業会計・事業会計
連結対象団体一般会計

一般会計等

全体

連結

※本資料では主に本市の一般会計等の財務書類について解説します

①一般会計等貸借対照表
②一般会計等行政コスト計算書
③一般会計等純資産変動計算書
④一般会計等資金収支計算書

それぞれの区分で
４種類の表を作成する



平成３０年度 貸借対照表 ＜概要＞

資産の部 負債の部

固定資産 ２１,２９３ 固定負債 ６,１９４

有形固定資産 ２０,０８５ 地方債 ４,５４１

無形固定資産 ２９ その他 １,６５３

投資その他の資産 １,１７９ 流動負債 ５６４

流動資産 １８９ 1年内償還予定地方債 ４６６

現金 ９６ その他 ９８

減債基金（任意分）
財政調整基金

５７ 負債合計 ６,７５９

その他 ３６ 純資産の部

純資産合計 １４,７２４

資産合計 ２１,４８２ 負債・純資産合計 ２１,４８２

 貸借対照表は、年度末時点の資産と負債の残高を一覧にして表したものです。
 今後の住民サービスを支える資産と今後の財政負担となる負債のバランスを見ることで市の財政状

況を把握することができます。
 資産と負債の差額のことを純資産と言いますが、この純資産の大きさを示す純資産比率（純資合計

÷ 資産合計）は、資産と負債のバランスを示す指標の一つとなっています。
 なお、本市の純資産比率は６９％となっています。

資産

今後の財政負担となる地方債等
の負債の年度末残高が示されて
います。

＜住民サービスの基盤＞

負債
＜将来世代の負担＞

資産と負債の差額が示されて
います。

純資産

有形固定資産 ：学校、庁舎などの建物・土地・道路など
無形固定資産 ： ソフトウェアなど
投資その他の資産 ：減債基金（満期一括分）及びその他の特的目的基金など

道路や学校など、本市が住民
サービスを提供するために今
後も活用できる資産の年度末
残高が示されています。

（単位：億円）

貸借対照表のポイント

※四捨五入の関係で、合計が合わない場合があります。



平成３０年度 貸借対照表 ＜前年度との比較＞

資産の増減
原山公園の整備（+12億円）や第２もず園の整備（+7億円）
などによる資産の増加があるものの、減価償却による減少
（▲165億円）などにより、資産全体としては10６億円の
減少となりました。

負債の増減
臨財債も含めた地方債の増加（+185億円）や大和川左岸土地
区画整理事業に係る債務負担行為の確定（+216億円）などに
より、全体としては439億円の増加となりました。

建物
１０％

土地7５％

資産の構成割合

地方債74％

未払金
20％

うち臨財債
34％

負債の構成割合

（単位：億円）

資産の部 負債の部

Ｈ３０ Ｈ２９ Ｈ３０-Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ２９ Ｈ３０-Ｈ２９

固定資産 ２１,２９３ ２１,３９８ ▲１０５ 固定負債 ６,１９４ ５,８４３ ３５１

有形固定資産 ２０,０８５ ２０,１８８ ▲１０３ 地方債 ４,５４１ ４,４３７ １０４

無形固定資産 ２９ ３２ ▲３ その他 １,６５３ １,４０６ ２４７

投資その他の資産 １,１７９ １,１７８ １ 流動負債 ５６４ ４７７ ８７

流動資産 １８９ １９0 ▲１ 1年内償還予定地方債 ４６６ ３８５ ８１

現金 ９６ ９８ ▲２ その他 ９８ ９２ ６

減債基金（任意分）
財政調整基金

５７ ５６ １ 負債合計 ６,７５９ ６,３２０ ４３９

その他 ３６ ３６ ０ 純資産の部

純資産合計 １４,７２４ １５,２６８ ▲５４４

資産合計 ２１,４８２ ２１,５８８ ▲１０６ 負債・純資産合計 ２１,４８２ ２１,５８８ ▲１０６

※四捨五入の関係で、合計が合わない場合があります。



平成３０年度 行政コスト計算書＜概要＞
経常費用 A ３，５１２

人件費 ７９９

物件費等 ８４７

社会保障給付費 １，２０５

補助金等 ２５５

その他 ４０６

経常収益 B １２４

使用料及び手数料 ５９

その他 ６５

経常純行政コスト C （A - B) ３,３８７

臨時損失 D ８７

臨時利益 E ７

純行政コスト F （C + D - E） ３,４６７

（単位：億円）

人件費・物件費・社会保障費など、住民サービスを提供す
るために１年間に生じた行政コストを示しています。
従来の自治体会計では計上されていない減価償却費なども
コストとして計上されています。

公共施設の使用料や住民票の発行手数料など、受益と負担
の関係が明らかな対価性のある収益のみしています。

費用から使用料・手数料などの対価性のある収益を差し
引くことで、税収などの対価性のない財源でまかなう
必要がある純行政コストが算出されます。

費用

純行政コスト

収益

 行政コスト計算書では、１年間に生じたコストから、使用料や手数料など、特定の行政サービスに
対して住民等から支払われる（＝対価性のある）一部の収益を差し引くことで純行政コストを算出
しています。

 市の歳入の大きな割合を占めるのは、住民から支払われる税収などですが、これらの歳入は特定の
行政サービスに対する対価として支払われるものではありません。純行政コストは、このような税
収等の対価性のない財源で賄う必要があるコストのことを指します。

行政コスト計算書のポイント

物件費等 ：消耗品、施設修繕、減価償却費など
補助金等 ：団体や市民への補助金など
社会保障給付費 ：児童手当・生活保護・障害福祉の扶助費など

※四捨五入の関係で、合計が合わない場合があります。



平成３０年度 行政コスト計算書＜前年度との比較＞

（単位：億円）

 H29は府費負担教職員の権限移譲に伴い、教職員分の退職手当引当金の一括繰入が必要であった
ことなどから一時的に人件費が大きく増加していました。

 H30にはこのような臨時増加要因がなかったため、人件費が▲132億円減少し、純行政コスト
全体としては142億円の減少となりました。

物件費等

22%

人件費等

28%
社会保障

給付費

32%

補助金等

7%

その他

11%

行政コストの構成割合

Ｈ30 Ｈ２９ Ｈ３０-Ｈ２９

経常費用 A ３，５１２ ３，６３９ ▲１２７

人件費 ７９９ ９３１ ▲１３２

物件費等 ８４７ 8５７ ▲１０

社会保障給付費 １，２０５ １，２０６ ▲１

補助金等 ２５５ ２６０ ▲５

その他 ４０６ ３８５ ２１

経常収益 B １２４ １２0 ４

使用料及び手数料 ５９ ５７ ２

その他 ６５ ６３ ２

経常純行政コスト C （A - B) ３,３８７ ３,５１９ ▲１３２

臨時損失 D ８７ ９５ ▲８

臨時利益 E ７ ６ １

純行政コスト F （C + D - E） ３,４６７ ３,６０９ ▲１４２

※四捨五入の関係で、合計が合わない場合があります。



平成３０年度 純資産変動計算書＜概要＞

前年度末純資産残高 Ａ １５，２６８

純行政コスト Ｂ ▲３，４６７

財源 Ｃ ３，２５５

税収等 ２，０９３

国県等補助金 １，１６２

本年度差額 Ｄ （Ｂ+Ｃ） ▲２１３

その他 Ｅ ▲３３１

本年度純資産変動額 Ｆ （Ｄ+Ｅ） ▲５４４

本年度末純資産残高 Ａ+Ｆ １４,７２４

（単位：億円）

１年間に生じたコストから使用料・手数料などの受益者負
担を差し引いた純行政コストを示しています。

純行政コスト

税収等の対価性のない歳入の合計額が示されています。

財源

本年度差額
純行政コストと財源を差引することで当該年度の純資産
の増減を示しています。

 純資産変動計算書は、資産残高と負債残高の差額である純資産の１年間の増減を表したものです。
 純行政コストが3,467億円に対し、税収等の財源は3,255億円となっており、全体として純資産は

544億円減少となりました。

純資産変動計算書のポイント

※四捨五入の関係で、合計が合わない場合があります。

純行政コスト 行政コスト計算書で算定された純行政コスト
税収等 市税、地方交付税、地方消費税交付金など
国県等補助金 国や県（府）などからの補助金など



平成３０年度 純資産変動計算書＜前年度との比較＞

（単位：億円）

Ｈ３０ Ｈ２９ Ｈ３０ - Ｈ２９

純行政コスト Ｂ ▲３，４６７ ▲３，６０９ １４２

財源 Ｃ ３，２５５ ３，２８９ ▲３４

税収等 ２，０９３ ２，１０２ ▲９

国県等補助金 １，１６２ １，１８７ ▲２５

本年度差額 Ｄ （Ｂ+Ｃ） ▲２１３ ▲３２０ ▲１０７

その他 Ｅ ▲３３１ ▲６６ ▲２６５

本年度純資産変動額 Ｆ （Ｄ+Ｅ） ▲５４４ ▲３８６ ▲１５８

 人件費の減少（▲132億円）などにより、純行政コスト全体としては142億円の減少となりました。
 府費負担教職員に係る税源移譲の影響で市税は増加（▲134億円）した一方、府民税所得割臨時交付金
の皆減（▲133億円）や地方交付税の減少（▲6億円）、事業終了に伴う臨時福祉給付金事業国庫補助
金の皆減（▲28億円）などにより、財源全体としては34億円の減少となりました。

※四捨五入の関係で、合計が合わない場合があります。



平成３０年度 資金収支計算書＜概要＞

業務支出（人件費・物件費等） ３，３９０

業務収入（税収・国県等補助金等） ３，２４８

業務活動収支 Ａ ▲１４２

投資活動支出（公共施設整備費等） ３９２

投資活動収入（国県等補助金収入等） ２９１

投資活動収支 Ｂ ▲１０１

財務活動支出（地方債償還支出等） ３８４

財務活動収入（地方債発行収入等） ６３０

財務活動収支 Ｃ ２４６

本年度資金収支額 Ｄ （Ａ+Ｂ+Ｃ） ２

前年度末資金残高 Ｅ ３４

本年度末資金残高 Ｆ （Ｅ+Ｄ） ３６

本年度末現金預金残高（歳計外含む） ９６

（単位：億円）

人件費・物件費・扶助費等の経常的な活動に係る歳出から
税収や国庫補助金を差し引くことで、経常活動に係る収支
を示しています。

業務活動収支

施設の整備や基金の積み立て等、資産形成に関する活動に
係る歳入と歳出差し引くことで、投資活動の収支を示して
います。

投資活動収支

地方債の償還額と発行額を差し引くことで、財務的な活動
に関する収支を示しています。

財務活動収支

資金収支計算書のポイント

 資金収支計算書は、１年間の資金収支を示しています。
 現金収支については、現行の歳入歳出決算書においても明らかにされていますが、資金収支計算書

においては、資金収支を業務活動収支・投資活動収支・財務活動収支という３つの活動に大別し、
それぞれの収支を明らかにしている点が特徴です。

※四捨五入の関係で、合計が合わない場合があります。



平成３０年度 資金収支計算書＜前年度との比較＞

Ｈ３０ Ｈ２９ Ｈ３０ - ２９

業務支出（人件費・物件費等） ３，３９０ ３，３９３ ▲３

業務収入（税収・国県等補助金等） ３，２４８ ３，２７０ ▲２２

業務活動収支 Ａ ▲１４２ ▲１２２ ▲２０

投資活動支出（公共施設整備費等） ３９２ ３７６ １６

投資活動収入（国県等補助金収入等） ２９１ ２８７ ４

投資活動収支 Ｂ ▲１０１ ▲８９ ▲１２

財務活動支出（地方債償還支出等） ３８４ ３７７ ７

財務活動収入（地方債発行収入等） ６３０ ５９９ ３１

財務活動収支 Ｃ ２４６ ２２１ ２５

（単位：億円）※四捨五入の関係で、合計が合わない場合があります。

 業務活動収支は20億円減少、投資活動収支は12億円減少した一方、財務活動収支は25億円増加
しました。



＜資料編＞
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剰

分
（
不

足
分

）
▲

 663,029
土

地
1,143,783

建
物

21,957
建

物
減

価
償

却
累

計
額

▲
 11,092

工
作

物
376,224

工
作

物
減

価
償

却
累

計
額

▲
 301,958

そ
の

他
0

そ
の

他
減

価
償

却
累

計
額

0
建

設
仮

勘
定

89,653
物

品
21,850

物
品

減
価

償
却

累
計

額
▲

 11,442
無

形
固

定
資

産
2,888

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

1,565
そ

の
他

1,323
投

資
そ

の
他

の
資

産
117,893

投
資

及
び

出
資

金
27,511

有
価

証
券

0
出

資
金

25,623
そ

の
他

1,888
投

資
損

失
引

当
金

0
長

期
延

滞
債

権
1,077

長
期

貸
付

金
21,695

基
金

67,746
減

債
基

金
33,637

そ
の

他
34,109

そ
の

他
0

徴
収

不
能

引
当

金
▲

 136
流

動
資

産
18,935

現
金

預
金

9,588
未

収
金

3,559
短

期
貸

付
金

427
基

金
5,678

財
政

調
整

基
金

1,820
減

債
基

金
3,858

棚
卸

資
産

0
そ

の
他

0

徴
収

不
能

引
当

金
▲

 317
1,472,387

2,148,246
2,148,246

純
資

産
合

計

資
産

合
計

負
債

及
び

純
資

産
合

計

貸
借

対
照

表
（
一

般
会

計
等

）
（平

成
３

1年
３

月
３

１
日

現
在

）

科
目

科
目

負
債

合
計



（
単

位
：
百

万
円

）

経
常

費
用

351,168
業

務
費

用
170,998

人
件

費
79,868

職
員

給
与

費
72,744

賞
与

等
引

当
金

繰
入

額
3,834

退
職

手
当

引
当

金
繰

入
額

0
そ

の
他

3,290
物

件
費

等
84,667

物
件

費
62,452

維
持

補
修

費
4,864

減
価

償
却

費
17,330

そ
の

他
21

そ
の

他
の

業
務

費
用

6,463
支

払
利

息
4,461

徴
収

不
能

引
当

金
繰

入
額

502
そ

の
他

1,500
移

転
費

用
180,170

補
助

金
等

25,534
社

会
保

障
給

付
120,453

他
会

計
へ

の
繰

出
金

33,243
そ

の
他

940
経

常
収

益
12,432

使
用

料
及

び
手

数
料

5,913
そ

の
他

6,519
純

経
常

行
政

コ
ス

ト
338,736

臨
時

損
失

8,654
災

害
復

旧
事

業
費

1,217
資

産
除

売
却

損
7,437

投
資

損
失

引
当

金
繰

入
額

0
損

失
補

償
等

引
当

金
繰

入
額

0
そ

の
他

0
臨

時
利

益
650

資
産

売
却

益
650

そ
の

他
0

純
行

政
コ

ス
ト

346,740

行
政

コ
ス

ト
計

算
書

（
一

般
会

計
等

）
自

　
平

成
３

０
年

４
月

　
１

日
至

　
平

成
３

１
年

３
月

３
１

日

科
目



（単
位

：百
万

円
）

固
定

資
産

等
形

成
分

余
剰

分

（不
足

分
）

前
年

度
末

純
資

産
残

高
2,145,821

▲
 619,035

純
行

政
コ

ス
ト（△

）
▲

 346,740

財
源

325,466

税
収

等
209,262

国
県

等
補

助
金

116,204

本
年

度
差

額
▲

 21,274

固
定

資
産

等
の

変
動

（内
部

変
動

）
23,738

▲
 23,738

有
形

固
定

資
産

等
の

増
加

23,566
▲

 23,566

有
形

固
定

資
産

等
の

減
少

▲
 142

142

貸
付

金
・基

金
等

の
増

加
14,983

▲
 14,983

貸
付

金
・基

金
等

の
減

少
▲

 14,669
14,669

資
産

評
価

差
額

0

無
償

所
管

換
等

5,817

そ
の

他
▲

 39,960
1,018

本
年

度
純

資
産

変
動

額
▲

 10,405
▲

 43,994

本
年

度
末

純
資

産
残

高
2,135,416

▲
 663,029

0

▲
 21,274

純
資

産
変

動
計

算
書

（一
般

会
計

等
）

自
　平

成
３０年

４月
　１日

至
　平

成
３１年

３月
３１日

科
目

合
計

1,526,786

▲
 346,740

325,466

209,262

116,204

5,817

▲
 38,942

▲
 54,399

1,472,387



（
単

位
：
百

万
円

）

【
業

務
活

動
収

支
】

業
務

支
出

3
3
7
,8

2
1

業
務

費
用

支
出

1
5
7
,3

3
4

人
件

費
支

出
8
6
,0

8
6

物
件

費
等

支
出

6
6
,1

6
9

支
払

利
息

支
出

4
,4

6
1

そ
の

他
の

支
出

6
1
8

移
転

費
用

支
出

1
8
0
,4

8
7

補
助

金
等

支
出

2
8
,0

3
4

社
会

保
障

給
付

支
出

1
2
0
,4

5
3

他
会

計
へ

の
繰

出
支

出
3
1
,3

8
2

そ
の

他
の

支
出

6
1
8

業
務

収
入

3
2
4
,7

9
1

税
収

等
収

入
2
0
9
,2

6
2

国
県

等
補

助
金

収
入

1
0
3
,0

9
7

使
用

料
及

び
手

数
料

収
入

5
,9

1
3

そ
の

他
の

収
入

6
,5

1
9

臨
時

支
出

1
,2

1
7

災
害

復
旧

事
業

費
支

出
1
,2

1
7

そ
の

他
の

支
出

0

臨
時

収
入

0

業
務

活
動

収
支

▲
 1

4
,2

4
7

【
投

資
活

動
収

支
】

投
資

活
動

支
出

3
9
,2

4
3

公
共

施
設

等
整

備
費

支
出

2
4
,2

6
0

基
金

積
立

金
支

出
1
1
,5

0
3

投
資

及
び

出
資

金
支

出
5
1
3

貸
付

金
支

出
2
,9

6
7

そ
の

他
の

支
出

0

投
資

活
動

収
入

2
9
,1

1
6

国
県

等
補

助
金

収
入

1
3
,1

0
7

基
金

取
崩

収
入

1
1
,2

1
1

貸
付

金
元

金
回

収
収

入
3
,4

5
8

資
産

売
却

収
入

1
,3

4
0

そ
の

他
の

収
入

0

投
資

活
動

収
支

▲
 1

0
,1

2
7

【
財

務
活

動
収

支
】

財
務

活
動

支
出

3
8
,4

2
9

地
方

債
償

還
支

出
3
8
,4

2
9

そ
の

他
の

支
出

0

財
務

活
動

収
入

6
3
,0

4
3

地
方

債
発

行
収

入
6
3
,0

4
3

そ
の

他
の

収
入

0

財
務

活
動

収
支

2
4
,6

1
4

2
4
0

3
,3

8
7

3
,6

2
7

前
年

度
末

歳
計

外
現

金
残

高
9
,8

2
7

本
年

度
歳

計
外

現
金

増
減

額
▲

 3
,8

6
7

本
年

度
末

歳
計

外
現

金
残

高
5
,9

6
1

本
年

度
末

現
金

預
金

残
高

9
,5

8
8

前
年

度
末

資
金

残
高

本
年

度
末

資
金

残
高

本
年

度
資

金
収

支
額

資
金

収
支

計
算

書
（
一

般
会

計
等

）
自

　
　

平
成

３
０

年
４

月
　

１
日

至
　

　
平

成
３

１
年

３
月

３
１

日

科
目



（
単

位
：
百

万
円

　
）

金
額

【
資

産
の

部
】

【
負

債
の

部
】

固
定

資
産

2
,7

4
1
,2

2
1

固
定

負
債

8
9
1
,9

8
1

有
形

固
定

資
産

2
,5

9
5
,6

0
3

地
方

債
7
1
9
,3

8
8

事
業

用
資

産
6
7
9
,5

5
5

長
期

未
払

金
1
3
2
,0

2
7

土
地

4
7
1
,3

9
1

退
職

手
当

引
当

金
3
5
,9

8
3

立
木

竹
0

損
失

補
償

等
引

当
金

0
建

物
5
1
3
,5

1
8

そ
の

他
4
,5

8
3

建
物

減
価

償
却

累
計

額
▲

 3
2
0
,2

6
0

流
動

負
債

2
7
9
,9

1
2

工
作

物
2
6
,1

2
6

1
年

内
償

還
予

定
地

方
債

6
4
,2

6
8

工
作

物
減

価
償

却
累

計
額

▲
 2

1
,8

6
9

未
払

金
7
,2

4
8

船
舶

6
8
6

未
払

費
用

3
0

船
舶

減
価

償
却

累
計

額
▲

 8
1

前
受

金
1
8

浮
標

等
0

前
受

収
益

1
6
7
,4

3
8

浮
標

等
減

価
償

却
累

計
額

0
賞

与
等

引
当

金
4
,0

2
3

航
空

機
0

預
り

金
5
,3

9
3

航
空

機
減

価
償

却
累

計
額

0
そ

の
他

3
1
,4

9
4

そ
の

他
1
2
,9

2
1

1
,1

7
1
,8

9
3

そ
の

他
減

価
償

却
累

計
額

▲
 5

,3
0
9

【
純

資
産

の
部

】

建
設

仮
勘

定
2
,4

3
2

固
定

資
産

等
形

成
分

2
,7

4
7
,3

8
8

イ
ン

フ
ラ

資
産

1
,7

8
2
,0

8
8

余
剰

分
（
不

足
分

）
▲

 1
,1

2
1
,2

1
5

土
地

1
,1

8
1
,4

4
0

建
物

4
7
,8

7
2

建
物

減
価

償
却

累
計

額
▲

 2
3
,4

9
6

工
作

物
9
6
7
,4

4
7

工
作

物
減

価
償

却
累

計
額

▲
 5

1
1
,0

4
1

そ
の

他
0

そ
の

他
減

価
償

却
累

計
額

0
建

設
仮

勘
定

1
1
9
,8

6
6

物
品

2
4
0
,5

9
2

物
品

減
価

償
却

累
計

額
▲

 1
0
6
,6

3
2

無
形

固
定

資
産

1
3
,6

0
7

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

1
,7

2
2

そ
の

他
1
1
,8

8
5

投
資

そ
の

他
の

資
産

1
3
2
,0

1
1

投
資

及
び

出
資

金
2
7
,7

0
5

有
価

証
券

0
出

資
金

2
5
,6

2
3

そ
の

他
2
,0

8
2

投
資

損
失

引
当

金
0

長
期

延
滞

債
権

5
,0

4
1

長
期

貸
付

金
2
5
,0

0
7

基
金

7
5
,1

1
5

減
債

基
金

3
3
,6

3
7

そ
の

他
4
1
,4

7
8

そ
の

他
0

徴
収

不
能

引
当

金
▲

 8
5
7

流
動

資
産

5
6
,8

4
5

現
金

預
金

3
7
,6

6
4

未
収

金
1
0
,2

7
2

短
期

貸
付

金
4
8
9

基
金

5
,6

7
8

財
政

調
整

基
金

1
,8

2
0

減
債

基
金

3
,8

5
8

棚
卸

資
産

9
3

そ
の

他
3
,5

0
2

徴
収

不
能

引
当

金
▲

 8
5
3

1
,6

2
6
,1

7
3

2
,7

9
8
,0

6
6

2
,7

9
8
,0

6
6

純
資

産
合

計

資
産

合
計

負
債

及
び

純
資

産
合

計

貸
借

対
照

表
（
全

体
）

（
平

成
３

１
年

３
月

３
１

日
現

在
）

科
目

科
目

負
債

合
計



（単
位

：百
万

円
）

経
常

費
用

539,974
業

務
費

用
215,490

人
件

費
85,063

職
員

給
与

費
76,984

賞
与

等
引

当
金

繰
入

額
4,018

退
職

手
当

引
当

金
繰

入
額

109
そ

の
他

3,952
物

件
費

等
118,760

物
件

費
76,820

維
持

補
修

費
5,826

減
価

償
却

費
36,093

そ
の

他
21

そ
の

他
の

業
務

費
用

11,667
支

払
利

息
9,590

徴
収

不
能

引
当

金
繰

入
額

573
そ

の
他

1,504
移

転
費

用
324,484

補
助

金
等

26,879
社

会
保

障
給

付
296,665

他
会

計
へ

の
繰

出
金

0
そ

の
他

940
経

常
収

益
50,273

使
用

料
及

び
手

数
料

34,945
そ

の
他

15,328
純

経
常

行
政

コ
ス

ト
489,701

臨
時

損
失

9,011
災

害
復

旧
事

業
費

1,217
資

産
除

売
却

損
7,437

投
資

損
失

引
当

金
繰

入
額

0
損

失
補

償
等

引
当

金
繰

入
額

0
そ

の
他

357
臨

時
利

益
792

資
産

売
却

益
650

そ
の

他
142

純
行

政
コ

ス
ト

497,920

行
政

コ
ス

ト
計

算
書

（
全

体
）

自
　

平
成

３
０

年
４

月
　

１
日

至
　

平
成

３
１

年
３

月
３

１
日

科
目



（単
位

：百
万

円
）

固
定

資
産

等
形

成
分

余
剰

分

（不
足

分
）

前
年

度
末

純
資

産
残

高
2,759,632

▲
 1,095,294

純
行

政
コ

ス
ト（△

）
▲

 497,920

財
源

482,223

税
収

等
269,354

国
県

等
補

助
金

212,869

本
年

度
差

額
▲

 15,697

固
定

資
産

等
の

変
動

（内
部

変
動

）
26,271

▲
 26,271

有
形

固
定

資
産

等
の

増
加

23,566
▲

 23,566

有
形

固
定

資
産

等
の

減
少

▲
 142

142

貸
付

金
・基

金
等

の
増

加
17,560

▲
 17,560

貸
付

金
・基

金
等

の
減

少
▲

 14,713
14,713

資
産

評
価

差
額

0

無
償

所
管

換
等

5,817

そ
の

他
▲

 44,332
16,047

本
年

度
純

資
産

変
動

額
▲

 12,244
▲

 25,921

本
年

度
末

純
資

産
残

高
2,747,388

▲
 1,121,215

▲
 28,285

▲
 38,165

1,626,173 0

5,817

純
資

産
変

動
計

算
書

（全
体

）
自

　平
成

３０年
４月

　１日

至
　平

成
３１年

３月
３１日

科
目

合
計

1,664,338

▲
 497,920

482,223

269,354

212,869

▲
 15,697
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：
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【
業

務
活

動
収

支
】

業
務

支
出

5
0
1
,1

0
2

業
務

費
用

支
出

1
8
5
,3

8
7

人
件

費
支

出
9
0
,8

7
2

物
件

費
等

支
出

8
4
,3

0
4

支
払

利
息

支
出

9
,5

9
0

そ
の

他
の

支
出

6
2
1

移
転

費
用

支
出

3
1
5
,7

1
5

補
助

金
等

支
出

2
8
,0

3
4

社
会

保
障

給
付

支
出

2
8
7
,0

6
3

他
会

計
へ

の
繰

出
支

出
0

そ
の

他
の

支
出

6
1
8

業
務

収
入

5
1
6
,4

1
4

税
収

等
収

入
2
6
9
,3

5
4

国
県

等
補

助
金

収
入

1
9
6
,8

0
2

使
用

料
及

び
手

数
料

収
入

3
4
,9

4
5

そ
の

他
の

収
入

1
5
,3

1
3

臨
時

支
出

1
,2

1
7

災
害

復
旧

事
業

費
支

出
1
,2

1
7

そ
の

他
の

支
出

0

臨
時

収
入

0

業
務

活
動

収
支

1
4
,0

9
5

【
投

資
活

動
収

支
】

0

投
資

活
動

支
出

6
2
,1

8
2

公
共

施
設

等
整

備
費

支
出

4
4
,5

9
9

基
金

積
立

金
支

出
1
4
,0

8
0

投
資

及
び

出
資

金
支

出
5
1
3

貸
付

金
支

出
2
,9

6
7

そ
の

他
の

支
出

2
3

投
資

活
動

収
入

3
2
,8

4
2

国
県

等
補

助
金

収
入

1
6
,0

6
7

基
金

取
崩

収
入

1
1
,2

1
1

貸
付

金
元

金
回

収
収

入
3
,5

0
2

資
産

売
却

収
入

1
,3

5
5

そ
の

他
の

収
入

7
0
7

投
資

活
動

収
支

▲
 2

9
,3

4
0

【
財

務
活

動
収

支
】

財
務

活
動

支
出

5
6
,3

0
2

地
方

債
償

還
支

出
5
6
,2

3
1

そ
の

他
の

支
出

7
1

財
務

活
動

収
入

7
7
,2

7
4

地
方

債
発

行
収

入
7
7
,2

7
4

そ
の

他
の

収
入

0

財
務

活
動

収
支

2
0
,9

7
2

5
,7

2
7

2
5
,9

7
6

3
1
,7

0
3

前
年

度
末

歳
計

外
現

金
残

高
9
,8

2
7

本
年

度
歳

計
外

現
金

増
減

額
▲

 3
,8

6
7

本
年

度
末

歳
計

外
現

金
残

高
5
,9

6
1

本
年

度
末

現
金

預
金

残
高

3
7
,6

6
4

本
年

度
資

金
収

支
額

前
年

度
末

資
金

残
高

本
年

度
末

資
金

残
高 資

金
収

支
計

算
書

（
全

体
）

自
　

　
平

成
３

０
年

４
月

　
１

日

至
　

　
平

成
３

１
年

３
月

３
１

日

科
目

金
額



（
単

位
：
百

万
円

　
）

金
額

【
資

産
の

部
】

【
負

債
の

部
】

固
定

資
産

2,752,293
固

定
負

債
898,509

有
形

固
定

資
産

2,617,311
地

方
債

719,388
事

業
用

資
産

697,078
長

期
未

払
金

132,027
土

地
474,553

退
職

手
当

引
当

金
39,708

立
木

竹
0

損
失

補
償

等
引

当
金

85
建

物
530,287

そ
の

他
7,301

建
物

減
価

償
却

累
計

額
▲

 323,099
流

動
負

債
285,821

工
作

物
26,696

1
年

内
償

還
予

定
地

方
債

64,268
工

作
物

減
価

償
却

累
計

額
▲

 22,008
未

払
金

9,845
船

舶
686

未
払

費
用

118
船

舶
減

価
償

却
累

計
額

▲
 81

前
受

金
96

浮
標

等
0

前
受

収
益

167,458
浮

標
等

減
価

償
却

累
計

額
0

賞
与

等
引

当
金

4,549
航

空
機

0
預

り
金

5,663
航

空
機

減
価

償
却

累
計

額
0

そ
の

他
33,824

そ
の

他
12,921

1,184,330
そ

の
他

減
価

償
却

累
計

額
▲

 5,309
【
純

資
産

の
部

】

建
設

仮
勘

定
2,432

固
定

資
産

等
形

成
分

2,758,460
イ

ン
フ

ラ
資

産
1,782,365

余
剰

分
（
不

足
分

）
▲

 1,124,956
土

地
1,181,440

建
物

48,017
建

物
減

価
償

却
累

計
額

▲
 23,496

工
作

物
967,451

工
作

物
減

価
償

却
累

計
額

▲
 511,041

そ
の

他
123

そ
の

他
減

価
償

却
累

計
額

▲
 1

建
設

仮
勘

定
119,872

物
品

250,967
物

品
減

価
償

却
累

計
額

▲
 113,099

無
形

固
定

資
産

15,413
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
1,772

そ
の

他
13,641

投
資

そ
の

他
の

資
産

119,569
投

資
及

び
出

資
金

29,329
有

価
証

券
1,573

出
資

金
25,626

そ
の

他
2,130

投
資

損
失

引
当

金
0

長
期

延
滞

債
権

5,261
長

期
貸

付
金

6,409
基

金
76,378

減
債

基
金

33,637
そ

の
他

42,741
そ

の
他

3,136
徴

収
不

能
引

当
金

▲
 944

流
動

資
産

65,541
現

金
預

金
42,210

未
収

金
14,006

短
期

貸
付

金
489

基
金

5,678
財

政
調

整
基

金
1,820

減
債

基
金

3,858
棚

卸
資

産
192

そ
の

他
3,930

徴
収

不
能

引
当

金
▲

 9640
1,633,504

2,817,834
2,817,834

資
産

合
計

負
債

及
び

純
資

産
合

計

繰
延

資
産

純
資

産
合

計

貸
借

対
照

表
（
連

結
）

（平
成

３
１

年
３

月
３

１
日

現
在

）

科
目

科
目

負
債

合
計
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百

万
円
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経
常

費
用

567,688
業

務
費

用
243,204

人
件

費
95,885

職
員

給
与

費
87,467

賞
与

等
引

当
金

繰
入

額
4,071

退
職

手
当

引
当

金
繰

入
額

117
そ

の
他

4,230
物

件
費

等
134,481

物
件

費
87,083

維
持

補
修

費
5,881

減
価

償
却

費
38,297

そ
の

他
3,220

そ
の

他
の

業
務

費
用

12,838
支

払
利

息
9,775

徴
収

不
能

引
当

金
繰

入
額

573
そ

の
他

2,490
移

転
費

用
324,484

補
助

金
等

26,879
社

会
保

障
給

付
296,665

他
会

計
へ

の
繰

出
金

0
そ

の
他

940
経

常
収

益
77,992

使
用

料
及

び
手

数
料

35,399
そ

の
他

42,593
純

経
常

行
政

コ
ス

ト
489,696

臨
時

損
失

9,023
災

害
復

旧
事

業
費

1,217
資

産
除

売
却

損
7,442

投
資

損
失

引
当

金
繰

入
額

0
損

失
補

償
等

引
当

金
繰

入
額

0
そ

の
他

364
臨

時
利

益
883

資
産

売
却

益
650

そ
の

他
233

純
行

政
コ

ス
ト

497,836

行
政

コ
ス

ト
計

算
書

（
連

結
）

自
　

平
成

３
０

年
４

月
　

１
日

至
　

平
成

３
１

年
３

月
３

１
日

科
目



（単
位

：百
万

円
）

固
定

資
産

等
形

成
分

余
剰

分

（不
足

分
）

前
年

度
末

純
資

産
残

高
2,772,131

▲
 1,100,590

純
行

政
コ

ス
ト（△

）
▲

 497,836

財
源

482,223

税
収

等
269,354

国
県

等
補

助
金

212,869

本
年

度
差

額
▲

 15,613

固
定

資
産

等
の

変
動

（内
部

変
動

）

有
形

固
定

資
産

等
の

増
加

有
形

固
定

資
産

等
の

減
少

貸
付

金
・基

金
等

の
増

加

貸
付

金
・基

金
等

の
減

少

資
産

評
価

差
額

無
償

所
管

換
等

そ
の

他

本
年

度
純

資
産

変
動

額
▲

 13,671
▲

 24,366

本
年

度
末

純
資

産
残

高
2,758,460

▲
 1,124,956

▲
 28,241

▲
 38,037

1,633,504 0

5,817

純
資

産
変

動
計

算
書

（連
結

）
自

　平
成

３０年
４月

　１日

至
　平

成
３１年

３月
３１日

科
目

合
計

1,671,541

▲
 497,836

482,223

269,354

212,869

▲
 15,613


